第3回県立療育福祉センター（肢体不自由児施設）の今後のあり方を考える会　議事要旨
○　日　時：平成21年2月17日
○　場　所：高知共済会館　３階「赤帝」
１　開　会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　健康福祉部　副部長挨拶　　　　　　　＜＜　省　　略　＞＞　　　　　　　　　　　　　
３　議　事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）　療育福祉センター（肢体不自由児施設）のあり方の方向性について

※　事務局から資料に沿って「療育福祉センター（肢体不自由児施設）のあり方の方向性について」説明

（委員）
　新しい定員の19床を長期の子どもで何床、短期の子どもで何床と分ける予定があるのか。

（障害保健福祉課）
　センターへの入院としては、リハビリの短期入院が中心になると思う。ショートステイという意味の短期入所では、この19床とは別に、単独の事業所として８床前後の専用のベッドを整備する。
（会長）
　短期入所の利用状況は具体的にはどうか。
（療育福祉センター）
　金曜日から日曜日までの利用が一番多い。放課後の利用はほとんど日中預かりで、泊は土日や夏休みが多い。最長で1週間程度。

　学校のある時期は、毎週土日が４人程度の利用。週末は昼間も４人ぐらいいるので、1日８人程度。

（２）　肢体不自由児通園施設（案）について

※　事務局から資料に沿って「肢体不自由児通園施設（案）について」説明

（委員）

現在、若草養護学校の本校の子どもたちも、随分、療育福祉センターで訓練を受けているが、この通園施設が新しくスタートをするにあたって、訓練回数を減らして下さいというようなことにはならないか。

（障害保健福祉課）

影響があると逆効果となる。ニーズがあるのであれば、別の方法を考えないといけない。

（委員）

若草養護学校でも、就学前教室というものを開いており、恐らく、そこに通う子どもたちも療育福祉センターに行くと思うが、地域の学校はもちろんだが、この就学前教室と療育福祉センターの通所と連携を取ってもらいたい。お互いに助言を交換できると思う。
（会長）

通園施設にはどのくらいのスタッフを予定しているのか。現状のスタッフでいけるのか。

（障害保健福祉課）

運営の中心となるのは、保育士と児童指導員になる。これは、現在、入所している子どもの世話をしている育成担当５名であり、それに対して、リハのスタッフや看護師がフォローをしていくイメージで考えている。

（会長）

リハは、何人ぐらいいるのか。

（障害保健福祉課）

専任で関わるとは考えていないが、現在14名。その人数は変わらない。

（委員）

対象者がそれぐらいいるだろうということで、通園の定員を20名としているが、これを確保できるかどうかはよく分からない。プログラムを見ると、1日、午前と午後、保護者も一緒に、ということだが、保護者の負担が心配だ。
（障害保健福祉課）

毎日20名の定員いっぱいというのは無理だろう。ただ、その対象者の範囲を考えて、なるだけ多くの方に来ていただけるようにしたいと思う。
プログラムについては、子どもの年齢層や障害の状態によってクラス分けをして、それによって時間を変える方法も考えたいと思う。

（障害保健福祉課）

定員の20名に関しては、かなり余裕があると考えている。ただ、通園施設の最低定員が20名という基準も考慮した数である。

（委員）

病院としての機能をある程度カバーするつもりか。

（障害保健福祉課）

基本的な考え方として、通園は新たな取り組みとしてやるもので、病院機能の補完ということではない。機能としては、診療所と通園部分については、別のものとして整理している。
（委員）

利用にあたっては、医師の判断等が入るので、人数も制限できると思うが、小さい時には肢体不自由なのか、知的障害なのか見分けがつかないことがある。そういう場合、20名以上の人がおしかけたらどうするのか。

（障害保健福祉課）

可能性としては、無いとは思っていない。ただ、現場の声を聞きながら判断すると、そこまではいっぱいにならないと分析している。ただ、多くの利用があるのであれば、体制も含めて、ニーズにきちんと対応する。

（委員）

はじめは一人で始まっても、保護者の間では、情報が広がるので、評判がよくなればたくさんの人が来る。そうなった時に、不公平感が生じてもいけない。利用にあたって医師の判断があるのは助かるが、なるべく広く対応できるように、またそういう心配があるような施設になって欲しい。

（健康福祉部副部長）

今回病院から診療所になることによって、肢体不自由児施設としての入所機能が入院機能になる。定員も今までの58床から19床になるが、今までの利用が19人未満なので、これからも受け入れられる。

在宅で就学前の肢体不自由児を養育している親御さんへの支援をこれからもっと幅広くやっていこうというのが今回の通園事業である。就学前のお子さんの場合は、肢体不自由児なのか、発達障害なのか見分けがつかないことがあると思うが、それはある程度医師の裁量で、なるだけ幅広く受けていく。今後、制度改正により、障害種別を問わずにニーズに答えていけるようになれば、一番いいのではないか。そのニーズが多ければ、県として考えていかなければならないと思う。

（会長）

有床診療所化するということだが、外来機能はどこが担うのか明確じゃない。診療所化した療育福祉センターで、どんなふうに機能するか、具体的に教えて欲しい。

（療育福祉センター）

治療という観点では、外来機能は診療所で担うことになる。通園は、治療というよりは、療育が主体になる。治療が必要な場合には、外来で受診していただくことになる。

（会長）

就学前では、病気の診断ということもある。ＣＴを撮ったり、ＭＲＩを撮ったりということは、紹介があれば国立高知病院でもできる。近いから、写真を貸し出したり、いろんなことをやって、その診断機能も高めてもらい、窓口を広げてもらいたい。
（療育福祉センター）

診断やリハビリについては、センターの診療所でやる。当センターにはほかに精神科医師と、非常勤の小児整形外科医師もいるので、そういった医師に関わってもらうことになる。ただ、医療機器の面で、例えば、CTの検査が必要という場合には、当センターではできないので、国立高知病院にお願いするとこともあると思う。
（委員）

通園について、違う部署のいろんな人たちが関わるとなると、マネジメントをきちんとしていかないといけない。治療は治療だからと言って、線引きをするのも難しいし、なかなか医師も大変なのではないか。就学前の子どもだからこそ、そのマネジメントを医療と療育の部分できちんと整理する人が必要ではないか。資料ではスタッフが並列で書かれているが、イニシアチブを誰がとってやっていくのか。
（療育福祉センター）

まだスタッフの間で、そのようなことを確認はしていないが、とても大事なことだと思っている。通園に来た人が、サービスを利用するなかで、かえってよく分からないことになっては、結果的にサービスの効果をきちんと発揮できないこととなる。毎日の通園に関わっていくのは保育士、児童指導員だが、そういった療育の内容を一緒に話し合ったり、ともに関わっていくスタッフとして、児童相談所の障害児部門もセンターにいるので、一緒に話し合っていくことになると思う。マネジメントを誰がするのかという役割分担は、とても大事なことであり、抜からないようにやっていきたいと思う。

（委員）

　この通園施設と、重症心身障害児・者の通園事業の実施との関連については。

（障害保健福祉課）

　国の障害児支援の施策の見直しの中で、重症心身障害児の通園事業が法定化をされるという情報も入っているので、この動向を見ながら、センターでできるかどうかを検討していこうと思う。

（健康福祉部副部長）

　重症児通園は、重症児施設では対応できるが、療育福祉センターでは限界があると思う。今後、通園事業が一元化されるとしても、肢体不自由児と知的障害児、発達障害等についての一元化は分かるが、重症児も含めた一元化は現実的には難しい。重症児通園が法定化されるなかで、どういうふうになるかは制度改正の内容を見た上で、療育福祉センターでどこまで対応できるかを考えていく必要がある。

（委員）

　今回の通園方法として、原則として父母が同伴であるということだが、子どもだけの単独通園はだめか。

（障害保健福祉課）

　今回の通園は、子どもの発達支援だけではなく、親御さんに対する障害受容なども目的としているので、原則として、親子通園をお願いしたい。
子どもが学校に入学する前の、親離れ、子離れの支援として、療育プログラムの中で単独通園の日を設定することはあり得る。

（委員）

　制度上の線引きが一緒になって、いろいろ議論されている。サービスを受ける側はそこまで考えていないと思う。当然、こちらとしては、制度をきちんと整備しなくてはいけないだろうが、サービスを受ける側への対策はどうか。

（障害保健福祉課）

　公的な部分であるので、一定の制度はどうしても付きまとう。ただ、利用する子どもの状況とか、親御さんの声を、きちんと把握して、それを前提にいろんな事業を組み立てることが必要ではないか。今後もほかの論点があるので、いろいろな課題について、親御さんの意見をお聞きするような場も設けたいと思う。

（委員）

　病院から診療所になって、職員数は減っていくのか。短期入所の、特に宿泊の利用が最近どんどん増えてきているということだが、職員数が減っていった時に、短期入所に、これまでどおり対応できるのか。対応が難しいということであれば、ほかに利用できる所があるのかも、今後、検討する際には考えた方がいいのかと思う。

（療育福祉センター）

職員体制の見直しは、常に現状に合わせてしていかなければいけない。21年度も当面は20年度の人員体制でいく。今回の通園事業についても、事業をやるなかで、職員体制を見直すことは当然あり得る。
ただ、例えば、夏休みに非常に短期入所の利用者が増えるからといって、その時のためだけに正規職員を配置することは難しいので、雇用形態については柔軟に対応したいと思っている。
（委員）

　新しい体制になった時のＰＲは、順次、展開していくのか。

（療育福祉センター）

　必要に応じてＰＲしていきたい。特に病院から診療所に変わることによって、若干変わることや、常勤の整形外科医師がいなくなることで診療体制が変わることについては、外来患者には、確定した段階で、できるだけ早くＰＲをしていきたい。また、通園事業もＰＲをしていく。

（会長）

　有床診療所化ということで、どちらかというと縮小的なイメージがあるが、だからこそ、外来機能を大いに充実させて、間口を広げていってもらいたいと思っている。

通園に関しては、これは在宅の支援ということで、前向きの対応であると評価している。
４　閉　会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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